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はじめに

　畜産動物の疾病の治療や予防を目的に数多くの動
物用医薬品が用いられ、畜産物の安定供給に大きく
貢献している。しかし、一方では使用した薬剤の畜
産物への残留が食品衛生上懸念されている。さらに、
薬剤耐性菌出現への影響も大きな問題となってお
り、これら薬剤の適切な使用が求められている。
　本稿では、畜産物中に残留する動物用医薬品の規
制および分析法を紹介する。なお、すでに畜産物に
残留する動物用医薬品の規制や分析法については総
説、解説、成書 1 ～ 6）があるので参照されたい。

Ⅰ. 動物用医薬品および飼料添加物

　牛、豚などの畜産動物は生き物であり、生理に反
した過密飼育下では病気にかかり易くなっている。
したがって、高い生産性を得るためには畜産動物を
疾病から守る必要があり、このために用いられる薬
剤を「動物用医薬品」と呼ぶ。動物用医薬品は、薬
事法により規制されており、使用目的により抗菌性物
質、ホルモン剤および寄生虫用剤の3つに分類される。
　一方、治療を目的としたものではなく、飼料効率
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の改善や成長促進を目的に飼料に混ぜて用いられる
薬剤を「飼料添加物」と呼び、「飼料の安全性の確保
及び品質の改善に関する法律（飼料安全法）」によ
り規制されている。一般に動物用医薬品は短期間、
高用量投与で用いられるが、飼料添加物は疾病の治
療を目的としたものではないことから、長期間、低
用量投与されている（表 1）。

1. 抗菌性物質（抗生物質と合成抗菌剤）

　微生物の発育を阻害する物質であり、グラム陽性
菌、グラム陰性菌、マイコプラズマなどの細菌によ
る感染症の治療薬として用いられている。動物用医
薬品として最も重要で、且つ製造承認数の多い薬剤
である。抗菌性物質は、さらに微生物が作る抗生物
質と化学的合成品である合成抗菌剤（サルファ剤、
キノロン剤など）に大別される。なお、抗生物質製
剤に関しては、品質の確保を図るため 1954 年から
国家検定が行われてきたが、製造業者における品質
管理体制が確立されたことから、1995 年に国家検
定は廃止されている。

2. ホルモン剤

　肉牛の成長促進や肉質および飼料効率改善を目的
として利用されている。例えば、雄牛は筋肉の筋繊

表 1  動物用医薬品と飼料添加物の比較
区分 飼料添加物 動物用医薬品

使用目的
使用期間
使用薬剤
投与量

（例  OTC 2））
当該法律

幼齢期の発育促進
2～ 3カ月間の長期間投与
動物専用薬剤が多い
微量投与
5～ 50ppm
飼料安全法

感染症の予防および治療
短期間の投与
旧薬 1）、低廉の医薬品
比較的大量投与
50～ 400ppm
薬事法第83条

1）旧薬：開発されてからかなり年数が経過した医薬品
2）OTC：抗生物質オキシテトラサイクリン
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維が荒く肉質が良くないことから、3 ～ 4 カ月で去
勢してホルモン剤を投与すると柔らかな肉質に改善
される。米国では、エストラジオール、プロゲステ
ロンおよびテストステロンの天然型 3 種とゼラノー
ル、メレンゲステロールおよびトレンボロンの合成
型 3 種が肥育用ホルモン剤として用いられている。
一方、EU では肥育目的でのホルモン剤の使用を
1988 年に禁止しており、翌年の 1989 年からは肥育
ホルモン剤を使用した牛肉などの輸入も禁止し、現
在に至っている。日本では過去にエストラジオール
とプロゲステロンの 2 種が使用された経緯がある
が、今日では肥育目的では使用されていない。

3. 寄生虫用剤

　線虫、回虫や吸虫などの寄生虫による畜産動物の
被害も大きく、これを治療するため用いられる医薬
品を寄生虫用剤という。イベルメクチンはマクロラ
イド系の抗生物質であるが細菌に対する抗菌作用は
ほとんどなく、強い駆虫作用を示す薬剤である。イ
ベルメクチンは、動物用医薬品の中で国際的に最も
汎用されている薬剤の一つである。

Ⅱ. 食品衛生法による残留規制

1. 抗菌性物質の無残留規制

　わが国では安全な畜産物を確保するため、食品衛
生法により抗生物質や合成抗菌剤などが畜産物中
に残留することがないよう規制されてきた。動物用
医薬品、特に抗生物質に関しては、1956 年の食品
衛生法改正により食品中には含まれてはならない
とされた。しかし、本規制は保存等を目的に食品に
抗生物質を直接添加することを禁止する措置であ
り、今日の残留規制とは目的が異なったものといえ
る。生産段階で畜産動物の疾病治療等に用いた薬剤
の残留規制は、「食肉、食鳥卵及び魚介類は合成抗
菌剤を含有してはならない」とされた 1979 年以降
といえる。

2. 無残留規制から残留規制へ

　わが国では長い間、抗生物質と合成抗菌剤につい
ては「無残留」規制がとられてきた。無残留規制は、
薬剤の残留した食品を摂取することによる人体への

影響を考慮しての措置であった。しかし近年、科学
的な安全性評価が国内外で確立され、これら薬剤が
含まれている食品を摂取しても、人の健康に影響が
ないレベルを把握できるようになった。また、ガッ
トウルグアイ・ラウンドの合意により、加盟国は原
則として各国の食品規格を国際基準である Codex

基準（Codex 委員会（Joint FAO/WHO Codex Ali-

mentarius Commission）が定める基準）に整合性を
図ることが求められた。この様な経緯から、わが国
においても「無残留規制」から「基準値設定」に移
行することとなり、1995 年 12 月に抗生物質オキシ
テトラサイクリンなど 6 品目について残留基準値が
設定され、ポジティブリスト制度が導入される
2006 年 5 月まで合計 33 品目について残留基準値が
設定された。

3. ポジティブリスト制度

　2006 年 5 月、残留基準値が設定されていない農薬・
動物用医薬品を含む食品の流通を禁止する「ポジ
ティブリスト制度」が施行された。ポジティブリス
ト制度とは、原則的にすべての農薬・動物用医薬品
を規制対象とした上で、食品に含まれても許容され
る量をリスト（残留基準値）として示す方式である。
これに対比される方式としてネガティブリスト制が
ある。ネガティブリスト制とは、原則的に規制され
るものだけがリストとして示される方式である。し
たがって、リストに載っていない農薬・動物用医薬
品が検出されても規制対象とはならず、問題とされ
ていたものである。
　ポジティブリスト制度施行前までは基準が設定さ
れている農薬 250、動物用医薬品 33 品目、計 283

品目に関しては規制対象となるが、国内で承認使用
されているものを含め、国際的に使用されている多
くの品目は規制の対象外となっていた。2006 年に
施行されたポジティブリスト制度では、これまでに
残留基準のあるものを含め 799 品目の農薬・動物用
医薬品等に残留基準が設定された。なお、ポジティ
ブリスト制度施行以降も基準設定品目は変更されて
おり、2014 年 1 月現在、802 品目の農薬、動物用医
薬品に基準が設定されている（図 1）。
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Ⅲ. 生産段階における規制

　わが国では、畜産動物に用いられる動物用医薬品
が、生産される畜産物中に残留することがないよう
に薬事法により規制されている。すなわち、抗生物
質、ホルモン剤など、生体への作用の強いもの、病
原菌に対して耐性を生じ易いものなどは薬事法によ
り「要指示医薬品」として指定され、使用に当たっ
ては獣医師の処方せんの交付または指示が必要とさ
れている。この様に、畜産動物に使用される抗生物
質やホルモン製剤の多くは要指示医薬品に指定され、
使用方法が規制されている。さらに、動物用医薬品
の中でも使用頻度の高い薬剤は「動物用医薬品の使
用の規制に関する省令」により、使用対象動物、用法、
用量、使用禁止期間等の使用基準が定められ、畜産
物中に薬剤が残留しないように規制されている。
　また、安全性の高い畜産物を生産するためには、
飼料が安全でなければならない。そこで、飼料に関
する法規制として飼料安全法がある。本法により、
抗菌性物質やビタミン、ミネラルなどが「飼料添加
物」として定められている。2014 年 7 月現在、指
定された飼料添加物の中に 17 品目の抗生物質と 6

品目の合成抗菌剤が含まれている。これらの抗菌性
物質に関しては、畜産物中への残留を防止するため、
添加できる対象飼料（例えば、豚用では哺乳期用と
子豚用がある）、添加濃度、休薬期間などが定められ、
動物用医薬品と同様に生産される畜産物に薬剤が残

留することがないよう規制されている。図 2 に示す
ように、わが国では畜産物中に動物用医薬品等の薬
剤が基準を超えて残留することがないよう、生産段
階から流通・消費段階に至るまで規制を行っている。

Ⅳ. 残留基準値設定プロセス

　動物用医薬品の残留基準値設定に当たっては、動
物を用いた急性毒性試験、慢性毒性試験、発癌性試
験や変異原性試験、さらに微生物（腸内常在細菌叢）
に対する影響や生体内運命（吸収、分布、代謝、排泄）
等のさまざまな安全性に関する情報が用いられてい
る。これらの試験データを基に許容一日摂取量（Ac-

ceptable Daily Intake, ADI）を設定し、日本人の平
均的な畜産物の一日摂取量（厚生労働省国民健康・
栄養調査成績）から試算される理論最大摂取量が
ADI を超えることがないよう残留基準値が設定され
ている。すなわち、各畜産物に設定された残留基準
値と各畜産物の日本人の平均な摂取量をかけること
により、それぞれの畜産物からの理論最大摂取量が
算出される。このようにして求められた各畜産物の
理論最大摂取量の合計値が ADI を超えることがな
いように残留基準値は設定されている。なお、ADI

を設定することができない遺伝子障害性発がん物質
等については、原則使用禁止措置がとられている。
さらに、畜産物の安全性を確保する目的で食品衛生
法により「食品に含有されるものではあってはなら
ない」と規制し、安全な畜産物が流通するよう図ら
れている（表 2）。
　ADI は、各種毒性試験結果を基に動物が一生涯に

250種農薬
33種動物薬 799種農薬等

規制対象外

施行前の規制 ポジティブリスト制度導入後（H18.5.29）

規制対象

○残留基準が適応される食品種
 ・ 導入前 ： 野菜、果実、食肉等の生鮮畜水産食品
 ・ 導入後 ： 全ての食品

802種（H26.1現在）

●新規に残留基準設定=46項目
●残留基準値を削除=45項目
●品目の見直し（ニトロフラン類、
　アルジカルブ、アルドキシカルブ）

図 1 ポジティブリスト制度
　導入時には 799品目であったが、現在まで新たに 46品目に
基準が設定され、45品目の基準が削除された等の経緯により、
平成 26年 1月時点では、802品目の農薬、動物用医薬品に
基準が設定されている。

図 2 動物用医薬品の安全性確保のための法的規制の概要

薬事法 食品衛生法

承認 動物用医薬品
使用規制 残留規制

畜産動物 屠畜処理 畜産物 消費者

使用規制
指定 飼料添加物

飼料安全法

検査

●薬事法 : 動物用医薬品の使用の規制に関する省令（S55.9.30）
▲飼料安全法 : 飼料及び飼料添加物の成分規格等に関する省令（S51.7.24）
■食品衛生法 ： 乳等省令及び食品、添加物等の規格基準（S54.4.27）

●

▲

■



表 2  食品において不検出とされる動物用医薬品一覧
品目名 英名 分類

カルバドックス
クレンブテロール
クロラムフェニコール
ジエチルスチルベストロール
ジメトリダゾール
デキサメタゾン
トレンボロン
ニトロフラゾン
ニトロフラントイン
フラゾリドン
フラルタドン
マラカイトグリーン
メトロニダゾール
ロニダゾール

Carbadox including QCA 1）

Clenbuterol
Chloramphenicol
Diethylstilbestrol
Dimetridazole
Dexamethasone
Trenbolone
Nitrofurazone
Nitrofurantoin
Furazolidone
Furaltadone
Malachite green
Metronidazole
Ronidazole

合成抗菌剤
ホルモン剤
抗生物質

ホルモン剤
寄生虫用剤
ホルモン剤
ホルモン剤
合成抗菌剤
合成抗菌剤
合成抗菌剤
合成抗菌剤
合成抗菌剤
寄生虫用剤
寄生虫用剤

1）Quinoxaline-2-carboxylic acid （2014年11月現在）
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わたって毎日食べ続けても、何ら影響の出ない最大
の摂取量（無作用量（NOEL））を求め、これを根拠
にヒトが生涯にわたり毎日摂取し続けても危害を受
けない量として算出される。すなわち、動物実験で
得られた NOEL をヒトに外挿するため、安全係数（不
確実係数）として多くの場合 1/100 をかけて算出さ
れる。なお、通常用いられている安全係数（1/100）は、
ヒトと実験動物の種差の相違による影響（1/10）と、
ヒトにおいても個人差があり、感受性が異なること
から、固体差による影響（1/10）を考慮したもので
ある。

Ⅴ. 輸入食品の安全性確保

　わが国の食料自給率は年々低下の一途を辿ってお
り、現在カロリーベースで 60％を輸入品に依存し
ている。このことから輸入食品の安全性確保も極め
て重要である。輸入食品の検査は、全国に 31 カ所
ある検疫所で行われている。先ず「食品等輸入届出
書」の審査が行われ、食品衛生法違反の可能性が低
い食品等については、品目毎の年間輸入量および過
去の違反事例を勘案した年間計画に基づき「モニタ
リング検査」が実施されている。モニタリング検査
制度は、多種多様な輸入食品の衛生上の状況を把握
すると共に、円滑な輸入品の流通を目的としている
ことから、試験結果の判定を待たずに輸入手続きが
行われる。2013年には約219万件の輸入届出があり、
その中でモニタリング検査及び命令検査併せて約
20 万件（検査率 9.2％）が検査され、この中で 1043

件が法違反となっている。

　少し時代を遡り、ポジティブリスト制度が導入さ
れる前後の法違反状況を見ると、導入前に比べて、
導入後の 2006 年は違反件数が約 500 件増加した。
その内訳を見ると多くはポジティブリスト制度導入
による残留農薬・動物用医薬品の違反が原因とされ
ている。図 3 にポジティブリスト制度導入前後の
検疫所における動物用医薬品に関する食品衛生法違
反件数を示した。ポジティブリスト制度の導入直後
には、動物用医薬品の違反件数が急増したが、その
後増加傾向は落ち着いたといえる 7, 8）。
　一方、検査命令とは、「生産地の事情その他の事
情からみて不適格の可能性が高いと判断される食品
等を輸入しようとする者に対して」取られる検査制
度である。通常、モニタリング検査で違反が 2 回続
けて出た場合、検査命令が出される。検査命令が出
された場合、輸入業者は登録検査機関による該当す
る検査を受け、合格しなければ輸入することができ
ないこととなっている。

図 3 ポジティブリスト制度導入前後の食品衛生法
違反件数 （動物用医薬品の残留基準違反）
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Ⅵ. 薬剤耐性菌の問題

　抗菌性物質は人類および家畜類と細菌の闘いに素
晴らしい成果を上げてきた。しかし、1960 年代以降 

MRSA（メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）と呼ばれ
る耐性菌が現れ、院内感染症の元凶のように恐れら
れてきた（表 3）。MRSA の出現は、感染症の治療
あるいは予防対策に抗菌性物質を乱用し続けたこと
が原因とされている。すなわち、抗菌性物質を常時
投与することにより、抗菌性物質が効かない病原菌
が出現してくる。米国・疾病管理センター（CDC）
のホルムバーク博士らは、抗生物質の効かない耐性
サルモネラ菌に汚染された肉を食べたヒトに治療困
難な腸の病気が発生したと報告している。このよう
にヒト医療において耐性菌が大きな問題となり、
1969 年、英国議会は、ヒト用抗生物質の家畜への
使用を制限すべきとのスワン報告書を勧告した。
　また近年、薬剤耐性菌 MRSA に対して特効薬と
されてきたバンコマイシンに対しても耐性菌 VRE

（バンコマイシン耐性腸球菌）が現れ、医療現場で
非常に恐れられている。この原因の一つとしてバン
コマイシンに類似した化学構造を有するアボパルシ
ンの動物への投与が指摘された。これを受けて、デ
ンマーク（1995 年）、ドイツ（1996 年）等が飼料への
アボパルシンの使用を禁止し、わが国においても
1997 年、飼料添加物としての指定が取り消されて
いる。その後、EU では 2006 年 1 月からヒト用抗
生物質の飼料への添加を全面禁止措置に踏み切って
おり、米国においても家畜飼料への抗生物質添加を
禁止すべきとする動きが出ている 9, 10）。

Ⅶ. 残留分析法

1. 微生物学的試験法

  残留動物用医薬品の分析法を大別すると微生物学
的試験法と HPLC 等の分析機器を用いた理化学的
試験法に大別される 11 ～ 16）。
　微生物学的試験法とは、抗菌性物質が有する微生
物の増殖を抑制する作用（抗菌作用）を利用した分析
法であり、阻止円の有無およびその大きさを観測す
ることにより、試料中の抗菌性物質の有無とその量
を測ることができる。日常検査法としては、1994 年
に示された「畜産物中の残留抗生物質簡易検査法及
び分別推定法」が汎用されている。本検査法の概略
は、試料 5g をクエン酸・アセトン緩衝液 20mL で
ホモジナイズ抽出し、その上清を試験溶液として
いる（図 4）。検出には多くの抗菌性物質に対して感
受性を示す 3 菌株、Bacillus subtilis ATCC 6633, Ko-

curia rhizpila ATCC 9341（Micrococcus luteus ATCC 

9341）、Bacillus mycoides ATCC 11778 を採用してい
る。微生物学的試験法は試料の前処理が簡便であり、
且つ多数の検体を一度に検査できることから、抗菌
性物質の残留の有無をスクリーニングする手法とし
て有用と考えられる。しかし、微生物学的試験法は、
感度的に検出されない薬剤が多いことが課題とされ
ている。
　一方、米国や EU においても、食品中に残留する
抗菌性物質の分析には微生物学的試験法が用いられ
ている。米国では、STOP（Swab test on premises）法、
CAST（Calf Antibiotic and Sulfa Test）法および FAST

表 3  動物用抗菌性物質と耐性菌問題

・1940年代： 抗菌性物質（抗生物質と合成抗菌剤）が開発される
・1960年代： 病院での耐性菌問題が大きくなる
・1960年代： 動物用抗菌性物質の使用が広がる
・1969年 ： 英国スワン報告書：動物の耐性菌がヒトに感染す

るので、ヒト用の抗菌性物質を動物に投与しない
よう勧告

・1980年頃： 日本ではMRSA院内感染が大きな問題になる
・1985年頃： 日本では食の安全への関心が高まり、「薬漬け畜産」

が問題になる
・1997年 ： VREの原因？アボパルシン飼料添加禁止（日本）
・2006年 ： EU、ヒト用抗生物質の飼料への使用全面禁止
・2010年 ： 米国、飼料への抗生物質添加禁止へ動き出す 図 4 微生物学的試験法（通知試験法）

試料5g

クエン酸アセトン緩衝液
（20mL）

ホモジナイズ抽出
遠心分離

試験溶液

簡易検査法

問題 1. 抗菌性物質の同定が困難
2. 検出感度が十分でない薬剤も多い
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（Fast Antimicrobial Screen Test）法と呼ばれるスク
リーニング法が用いられている。STOP 法は、牛や
豚の腎臓組織中に直接綿棒を一定時間挿入して組織
液を綿棒に浸潤させた後にその綿棒を測定用培地上
に置き、29℃、18 時間前後培養して阻止円の有無を
確認する方法である。CAST 法および FAST 法は、
STOP 法を改良したものであり、試験菌には STOP

法と異なり Bacillus megaterium ATCC 9885 が用い
られている 17）。なお現在では、7 種類の検査用平板
を用いた方法により残留抗菌性物質の検査が実施さ
れている。また、サルファ剤を検出するためにトリメ
トプリムを添加した培地も採用されている（表 4）。
一方、EU では、ドイツで開発された 4-Plate 法が残
留抗菌性物質のスクリーニング法として多用されて
いる。試験菌には Bacillus subtilis ATCC 6633 の代
わりに Bacillus subtilis BGA と Micrococcus luteus 

ATCC 9341 を採用している 18, 19）。
　微生物学的試験法は、操作が簡便で一度に多くの
抗菌性物質の残留の有無をチェックできるという長
所を有している。しかし、検出感度の面で残留基準
値レベルで検出することができない抗菌性物質も多
く、かつ残留する抗菌性物質を特定できないという
克服すべき大きな課題が残されている。

2. 理化学的試験法

　畜産物中には、タンパク質、脂質、炭水化物など
多くの食品成分が含まれており、分析対象である動
物用医薬品はごく微量である。そこで、畜産物中に
含まれる分析対象薬剤を効率よく抽出し、夾雑成分
を除去する前処理法の確立と、微量の薬剤を選択的
且つ高感度に検出する測定法が必要である（図 5）。
　分析機器の中では、HPLC に関する技術の進歩が
目ざましく、UV 検出器や蛍光検出器を用いた HPLC

法が多用されているが、最近では質量分析計（MS）
を検出器に用いた高速液体クロマトグラフ/ 質量分
析計（LC-MS/MS）が最も有用とされている。残留
農薬の検査では、農薬が揮発性に富む化学物質であ
るものが多いことから、ガスクロマトグラフ法（GC）、
ガスクロマトグラフ/ 質量分析法（GC-MS）が汎用
されている。しかし、動物用医薬品の多くは揮発性に
乏しいものが多いことから、GC, GC-MS 法はほとん
ど用いられていない。動物用医薬品の分析には専ら
HPLC 及び LC-MS/MS が汎用されている。
　HPLC の発展に伴い、様々な原理の検出器が開発
されてきた。しかし、実用性の高いものとしては、
UV や蛍光検出器などに限定されてくる。蛍光検出
器は選択性が高く検出感度も優れているが、分析対
象化合物が発蛍光性を有する薬剤に限定される。キ
ノロン系抗菌剤は発蛍光性の物質が多いことから、
蛍光検出器を用いた分析法が有効である。しかし、
動物用医薬品の多くは発蛍光性でなく、汎用性の高
い UV 検出器が残留分析に多用されている。ところ
が、UV 検出器は選択性および定性能力に欠ける面

表 4  微生物学的簡易検査法の日本、米国及び EU の比較

No.
USA EU Japan

7-plate bioassay 4-plate test 3-plate test
Organism Medium Organism Medium Organism Medium

1
2
3
4
5
6
7

B.c. 1） ATCC 11778
M.l. 3） ATCC 9341
M.l. ATCC 9341
B.s. ATCC 6633
M.l. ATCC 9341
M.l. ATCC 15957
S.e.4） ATCC 12228

Difco AM 8
Difco AM 2 5）

Difco AM 2 6）

Difco AM 5
Difco AM 11
Difco AM 11
Difco AM 11

B.s.2）  BGA
B.s. BGA
B.s. BGA
M.l. ATCC 9341

pH 6.0
pH 8.0
pH 7.2 7）

B.s. ATCC 6633
M.l. ATCC 9341
B.c. ATCC 11778

Difco AM 5
Difco AM 5
Difco AM 8

1）Bacillus cereus　2）Bacillus subtilis　3）Micrococcus luteus　4）Staphylococcus epidermidis　5）without penicillinase　
6）with penicillinase　7）trimethoprim

図 5 畜産物中の動物用医薬品の残留分析法

Matrix （畜産物）
Target Compounds（極微量、対象約800種以上）

一律基準：0.01ppm→1g/100ton
不検出：0.001ppm→1g/1,000ton

選択的、高感度な測定法

共存成分 ： 多量の脂質、蛋白質、炭水化物、アミノ酸等

優れた試料前処理法
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があり、分析試料が夾雑成分の多い肝臓では分析困
難となる場合が多い。そこで、定性的情報として保
持時間と吸収スペクトルが同時に得られるフォトダ
イオードアレイ検出器が UV 検出器の代わりに汎用
されているが（図 6）、夾雑成分の多い試料には適用
困難である。また、アミノグリコシド系抗生物質の
様に UV 吸収や蛍光吸収のない成分をどのようにし
て分析可能にするかも重要な課題となる。このよう
な場合、検出感度および選択性の向上を目的に蛍光
ラベル化等の誘導体化法が有効である。しかし、誘
導体化は操作が煩雑であり、日常検査法としては好
ましい方法とはいえない。そこで今日では、UV 吸
収や蛍光吸収のない化合物に対しては誘導体化する
ことなく、高感度かつ選択的に検出可能であり、さ
らに一度に多くの成分が検出可能である LC-MS/MS

による分析法が最も有用な方法として評価されてお
り、日本や米国等で公定法として多用されている 20, 21）。
　日本国内ではポジティブリスト制度施行後の通知
試験法として、動物用医薬品を分析対象とした 3 通
りの一斉試験法（HPLC による動物用医薬品等の一
斉試験法Ⅰ～Ⅲ）と、約 30 通りの個別試験法が示さ
れている。一斉試験法は、いずれも HPLC による
としているが、分析手法としては LC-MS/MS を想
定したものといえる。それぞれの分析対象薬剤は、
一斉試験法Ⅰ＝104 項目（107 成分）、Ⅱ＝66 項目（68

成分）、Ⅲ＝29 項目（33 成分）となっている。また、
個別検査法や「不検出」項目の検査においても、
LC-MS/MS が多用されている。

おわりに

　食の安全性を確保する上で食品中に残留する動物
用医薬品も重要な問題の一つである。畜産物中に含

まれる動物用医薬品については、リスク評価を経た
上で、残留基準や使用基準が設定され、人に対する
健康被害が生じることがないように法的規制がとら
れている。さらに、国内で生産される畜産物、海外
から輸入される畜産物についても、これらの薬剤が
適切に使用されているか否かを検査し、安全性の高
い食品が生産・流通・消費されるよう図られている。
安全性の高い畜産物が生産、流通、消費されるよう
今後も継続的に監視・検査を実施することが適切な
方法と考える。
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